予算要求資料
令和元年度９月補正予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費　　　
	事業名　新清流の国ぎふ豚肉消費拡大推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部　農産物流通課　地産地消係　電話番号：058-272-1111（内2854）

　　　　　　　E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　補正要求額10,000千円（現計予算額：0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　平成30年9月の豚コレラ発生以降、現在も発生が続いている。消費者に対しては、「人に感染しないこと」「食べても人体に影響がないこと」を、県公報等において周知し、風評被害による県産豚肉の消費縮小を防止してきた。
　　　今後も継続して消費者に向けて安全性を周知していくために、地産地消の推進や県外消費者への岐阜県農産物等のＰＲと併せた県産豚肉消費拡大を図る必要がある。

（２）事業内容
①「地産地消Ｗｅｅｋぎふ」での販売・ＰＲ 
○地産地消の実践の機会として実施する「地産地消Ｗｅｅｋぎふ」秋の陣、冬の陣において、参加店舗（主に量販店）６店舗以上で県産豚肉の試食販売やＰＲ資材の配布を行う「県産豚肉フェア」を２日間開催。
②GIFTS PREMIUMでの販売・ＰＲ
○名古屋栄にある岐阜県の「観光・食・モノ」情報発信拠点であるGIFTS PREMIUMにて１０月～１月の２日間、週末に試食ＰＲ販売する「県産豚肉フェア」を開催。
〇名古屋栄周辺の県産豚肉取扱店舗の紹介チラシを作成するなどして、情報発信拠点との相互ＰＲを図り、大消費地での県産豚肉の取扱の活性化を図る。
③岐阜県農業フェスティバルでのＰＲ
○岐阜県農業フェスティバルにおいて、県産豚肉の試食販売やＰＲ資材の配布を行う「県産豚肉フェア」の開催。安全性ＰＲの紹介展示を実施。
　④岐阜県産ポーク応援フォーラム
　　○豚コレラによる風評被害を防止するとともに、岐阜県の養豚業を応援する機運を醸成するため、県産豚肉の消費拡大イベントを開催。
　　　
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県産豚肉消費拡大の推進には行政や農業関係者に加え、県民や量販店、企業など、県民協働による活動促進が重要であることから、県の経費負担は妥当

（４）類似事業の有無
　　　なし
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	255
	販売促進フェア、意見交換会、打合せの開催。

	需要費
	31
	消耗品費

	役務費
	15
	郵送費

	委託料
	9,699
	県産豚肉PR資材・展示パネル作成、試食販売、協力店舗調査、フォーラムの開催等

	合計
	10,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　ぎふ農業・農村基本計画
　　　　県産豚肉の質の高さのＰＲや、消費拡大活動を支援する。
（２）国・他県の状況
　　愛知県　あいちの豚肉消費拡大対策（16,000千円）
・豚肉応援フェアの開催
・イベントキャラバン

・豚肉応援グッズの作成
・イベントで使用する豚肉購入費用補助
事業評価調書（県単独補助金除く）

	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
・岐阜県産豚肉の豚コレラによる風評被害を防止し、消費拡大を図る。
・岐阜県養豚業界を応援する機運を醸成する。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県産豚肉ＰＲ協力店
	０店舗
（H30）
	
	
	
	５店舗
（R2）
	

	
	（H30）
	
	
	
	（R2）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・豚コレラ被害は拡大しているが、消費者に安全性をＰＲすることで生産者を応援する必要がある。
・県産豚肉消費拡大の推進には行政や農業関係者に加え、県民や量販店、企業など、県民協働による活動促進が重要であることから、県の経費負担は妥当。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・豚コレラへの対策を各種講じているものの、いまだに野生イノシシや豚への豚コレラ感染は各地に広がり終息が見えない。この状況が続いていることによって、消費者や養豚業界の不安が高まっている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・豚コレラ終息の見通しが立つまで継続が必要と考える。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	・地産地消Weekぎふ
・GIFTS　PREMIUM
・岐阜県農業フェスティバル

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	各イベントやショップの誘客増など相乗効果が期待される


